
R4.8.12（金） 令和４年度第 1 回鈴鹿市地方創生会議 

 資 料２  

 

鈴鹿市地方創生会議の概要について 

 

１ 鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

  平成 26 年に制定された「まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）」によ

り，鈴鹿市においても法第 10 条に基づき国及び三重県の「総合戦略」を前提とし，市町

村版の総合戦略として，令和元年度までの「鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

続く「第 2 期鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を令和 2 年 3 月に策定しました。 

  この「第 2期鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」は，鈴鹿市総合計画２０２３と

の整合を図り，「鈴鹿市人口ビジョン（改定版）」（令和 2 年 3 月）の分析に基づく課題へ

の対応や，地域の特性に応じたまちづくりを推進するため，下図に示す人口減少抑止策及

び人口減少社会適応策の 2つの方向性において，4つの基本目標を掲げ，総合計画の後期

基本計画からそれぞれの基本目標の達成に寄与する施策などを抽出し，総合戦略としてま

とめています。 

 

 

２ 総合戦略の取組 

  総合戦略における取組内容としては，人口減少及び人口構造の変化がもたらす課題を踏

まえ，4つの基本目標に統計データなどから目標数値を設定し，それぞれの基本目標と目

標数値の達成に寄与する「施策の基本的方向」及び「施策の具体的な内容」を位置付ける

とともに，進捗状況を検証するための指標（KPI）を設定し推進を行います。 
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３ 鈴鹿市地方創生会議設置の目的 

鈴鹿市地方創生会議（以下「会議」という。）は，人口減少社会に対応した自立的かつ持

続的なまちづくりを行うための本市の地方創生総合戦略である「第 2 期鈴鹿市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」の効果的な策定と施策の推進のため，学識経験者や産業界など

から幅広く意見を聴取し，その知見を積極的に活用することを目的に設置します。 

※鈴鹿市地方創生会議は，総合戦略の策定や取組の推進などに関する方向性を会議とし

て意見集約し，市に対して提言などをする趣旨で設置するものではなく，構成員個々

のお立場から地方創生に資する意見を聴取し，総合戦略の策定や推進などに活用させ

ていただく趣旨で設置するものです。 

 

４ 構成員の定数及び構成 

  会議の構成員は 15 人以内としており，鈴鹿市総合計画２０２３との整合を図る観点か

ら，鈴鹿市総合計画審議会委員又は審議会委員の構成団体の中から就任を依頼するほか，

国の総合戦略策定の手引きに基づき，産業界，学術，行政機関，金融機関，労働団体，メ

ディア（産学官金労言）の分野から就任依頼を行うこととしています。なお，役員改選等

により期間途中で構成員が交代する場合には，あらためて後任の方等に就任（推薦）をお

願いします。 

 

５ 会議 

会議の開催，進行などは次のとおり行います。 

①会議の招集は市長が行うとともに，市長が座長となり会議の進行を行います。 

②会議には，会長，副会長などは置かず，全ての構成員が同等の立場で意見交換を行い

ます。 

 

６ 令和４年度 会議開催スケジュール（予定） 

 回数：１回 

 日程等：（令和 4年 8月 12日（金）13時 30分から） 

     （事項）令和 3年度地方創生応援税制の取組事業結果について 

       「第 2期鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における基本目

標・施策の基本的方向の達成状況に関する効果検証について 
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７ 参考資料 

（１）鈴鹿市意見聴取等のための会議に関する規程 

 

  平成27年６月29日訓令第８号 

            改正 

平成27年９月28日訓令第14号 

平成28年１月７日訓令第１号 

平成28年２月12日訓令第２号 

平成28年３月29日訓令第12号 

平成28年５月18日訓令第17号 

平成28年６月22日訓令第19号 

平成29年２月24日訓令第１号 

平成29年３月13日訓令第３号 

平成29年３月24日訓令第５号 

平成29年８月４日訓令第11号 

平成29年９月12日訓令第14号 

平成30年３月13日訓令第２号 

平成31年３月25日訓令第３号 

令和元年７月４日訓令第２号 

令和３年３月19日訓令第６号鈴鹿市意見聴取等のための会議に関する規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は，市長が行政運営上必要な意見聴取，情報共有，連絡調整等のため，職員以外

の同一の学識経験者，団体の代表，公募市民等の参集を継続して依頼し，それらの者のみで，又

はそれらの者を交えて開催する会議（以下「会議」という。）に関し，必要な事項を定めるもの

とする。 

（会議の名称等） 

第２条 会議の名称，開催の目的，構成員数及び所管課は，別表のとおりとする。 

２ 会議の名称は，地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の４第３項に規定する附属機関

と誤認されることのないよう配慮しなければならない。 

３ 開催の目的は，調停，審査，審議又は調査のためのものと誤認されることのないよう配慮しな

ければならない。 

４ 構成員数は，その開催の目的等に応じ，必要最小限の数とする。 

（身分） 

第３条 会議の構成員（本市の職員を除く。）は，本市の職員の身分を有しない。 

（謝礼等） 

第４条 会議の出席者（以下「出席者」という。）に対する役務の対価及び実費弁償として，予算

の範囲内で謝礼及び市外から会議に出席するために要した旅費相当額を支給することができる。 

２ 前項の規定により謝礼及び旅費相当額を支給する場合は，その額等について，あらかじめ鈴鹿

市事務決裁規程（平成９年鈴鹿市訓令第１号）第２条第８号に規定する部長の決裁を受けなけれ

ばならない。 

３ 第１項の謝礼の額は，鈴鹿市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 24年鈴鹿

市条例第 58 号）第２条に規定する報酬の額，出席者の役割等を勘案して，適正な額とする。 

（会議） 

第５条 会議への出席は，市長が依頼する。 

２ 会議の進行は，所管課の職員又は会議の座長として出席者のうちから互選された者が行うもの

とする。 

３ 会議は，出席者の個別意見の聴取又は出席者との情報共有，連絡調整等を行うことを目的とし

て，進行しなければならない。 

４ 会議は，必要に応じて，分科会，小会議等を開催することができる。 

（その他） 

第６条 この規程に定めるもののほか，会議に関し必要な事項は，別に定める。 
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 別表（第２条関係） 

会議の名称 開催の目的 構成員数 所管課 

鈴鹿市地方創生会議 鈴鹿市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定及

び推進に係る意見聴取 

15人以内 政策経営部総

合政策課 

鈴鹿市玉垣会館運営会議 鈴鹿市玉垣会館における事業の実施及び円滑な管

理運営を行うための意見聴取 

20人以内 地域振興部人

権政策課 

鈴鹿市玉垣児童センター運

営会議 

鈴鹿市玉垣児童センターにおける事業の実施及び

円滑な管理運営を行うための意見聴取 

26人以内 地域振興部人

権政策課 

鈴鹿市一ノ宮市民館・一ノ

宮団地隣保館運営会議 

鈴鹿市一ノ宮市民館及び鈴鹿市一ノ宮団地隣保館

における事業の実施及び円滑な管理運営を行うた

めの意見聴取 

20人以内 地域振興部人

権政策課 

鈴鹿市一ノ宮団地児童セン

ター運営会議 

鈴鹿市一ノ宮団地児童センターにおける事業の実

施及び円滑な管理運営を行うための意見聴取 

26人以内 地域振興部人

権政策課 

鈴鹿地区小児在宅医療多職

種連携会議 

在宅で医療を必要とする小児等が医療及び福祉の

サービスの提供を受け，地域で安心して療養でき

るための関係機関間の情報共有及び連絡調整 

30人以内 健康福祉部健

康づくり課 

鈴鹿市空家等対策協議会 鈴鹿市空家等対策計画の策定及び変更並びに実施

に係る意見聴取 

15人以内 都市整備部住

宅政策課 

ＳＵＺＵＫＡ女性活躍推進

連携会議 

あらゆる分野における女性の参画を促進するため

の関係機関間の情報共有及び連絡調整並びに男女

共同参画社会推進のための意見聴取 

15人以内 地域振興部男

女共同参画課 

集団適応健診検討会議 就学前の集団適応に困難さを抱える児童を早期に

発見し，適切な支援を行うための集団適応健診の

実施に係る意見聴取 

20人以内 子ども政策部

子ども家庭支

援課 

鈴鹿市認知症初期集中支援

チーム検討会議 

認知症の早期診断及び早期対応に向けた課題並び

に認知症施策に係る意見聴取 

15人以内 健康福祉部長

寿社会課 

鈴鹿市農業委員会委員候補

者検討会議 

鈴鹿市農業委員会委員の候補者に係る意見聴取 ５人以内 農業委員会事

務局 

鈴鹿市青少年対策推進連絡

調整会議 

青少年の健全な育成を図るための関係機関間の情

報共有及び連絡調整 

35人以内 子ども政策部

子ども家庭支

援課 

鈴鹿市地域づくり検討会議 地域づくり協議会と行政との協働の仕組みを整備

するための意見聴取 

13人以内 地域振興部地

域協働課 

鈴鹿市手話言語施策推進検

討会議 

鈴鹿市手話言語条例（平成30年鈴鹿市条例第20

号）第６条各号に規定する施策に係る意見聴取 

６人以内 健康福祉部障

がい福祉課 

鈴鹿市特定空家等判定検討

会議 

特定空家等の周辺の生活環境を保全するための必

要な措置に係る意見聴取 

５人以内 都市整備部住

宅政策課 
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（２）鈴鹿市地方創生会議運営要領 
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（３）鈴鹿市地方創生会議の傍聴に関する取扱い 
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